広報 誌 < 


NO.217 


し し 』 
Sep,2021 
9 月 8 日 発刊 


ど オ ン ラ イン 版 は こち ら か ら Mill 
https://www.fsa.go.jp/access/index.html 





COntentS 


講演 ・ 会 議 等 (P1 ) 
財務 局長 会 議 の 開催 に つい て 


お 知ら せ  (P2) 

ご ども 霞が関 見 学 デ ー の 開催 に つい て 
政策 解説 コー ナー  (P3^) 
P3 本 事務 年 度 の 金融 行政 方 針 


~ コロ ナ を 乗り 越え 、 活 力 あ る 経済 社会 を 実現 する 金融 シス テム の 構築 へ ~ 
総合 政策 局 総合 政策 課 課長 補佐 小作 恵 右 
P5 金融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た プロ グレ スレ ポー ト 
監督 局 銀行 第 二 課 地域 金融 企画 室 課長 補佐 原田 研一 郎 
P7 資金 交付 制度 の 創設 に つい て 
企画 市 場 局 総 務 課 信用 制度 参事 官 室 参事 官 端 本 秀夫 
P9 FATF 第 4 次 対日 総合 審査 結果 の 概要 
総合 政策 局 マ ネー ロー ンダ リン グ ・ テ デ テロ 資金 供与 対策 企画 室 課長 補佐 福士 理恵 
P13 ソー シャ ヤル ボ ンド ガイ ドラ イン ( 案 ) の 公表 に つい て 
企画 市 場 局 市 場 課 課長 補佐 中 瀬 裕也 


お 知ら せ (P16) 
銀行 を ご 利用 の お 客 さ ま へ ヘー 新型 コロ ナウ イル ス の 感染 を 防ぐ た め に - 


先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み (P17) 





語 


会 議 の 開 


ei 





本 年 8 月 4 日 ( 水 ) 、 今 事務 年 度 最初 の 財務 局長 会 議 ※ 
を 開催 し まし た 。 今回 の 会 議 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感 
染 症 へ の 対応 か ら 、WEB 会 議 に て 開催 し た と ころ 、 赤澤 
内 閣府 副 大 臣 (金融 担当 ) 及 び 和 田内 閣府 大 臣 政務 官 
(金融 担当 ) も 、 そ れ ぞ れ 自 室 か ら 出 席 し 、 会 議 置 頭 、 参 
加 者 に 向け 挨拶 を いた し まし た 。 








| 写真 : 財 凶 局長 会 議 で 発言 する 赤澤 副 大 臣 | 
こ 赤 澤 副 大 臣 挨拶 > 

赤澤 副 大 臣 よ り 、「 災 害 対応 」、「 緊 急 事態 宣言 を 踏ま 
えた 事業 者 支援 の 徹底 」 及 び 「 地 域 経済 の 活性 化 や 課 
題 解決 」 の 3 点 に つい て 、 以下 の 発言 が あり まし た 。 

第 1 に 、 災 害 対応 に 関し 、 被 災 者 の 方 々 の 一 日 も 早い 
生活 再建 や 事業 再開 等 の 支援 に 向け て 、 金 融 機関 に 対 
し 、 き め 細 や か な 支援 対応 を 促し て いた だ きた いと いう こ 
0 

第 2 に 、 緊 急 事態 宣言 を 路 ま えた 事業 者 支援 の 徹底 に 
関し 、 こ れ ま で の 累 次 に わた る 要請 の 趣 旧 が 徹底 され る 
よう 、 金 融 機関 に 対し 、 事 業者 支援 を 改め て 促し て いた 
だ きた いと いう こと 。 

第 3 に 、 地 域 経済 の 活性 化 や 課題 解決 に 関し 、 人手 不 
足 の 人 口 減少 時 代 に お いて 業 業 ・ 副 業 を 促進 させ る こと 
や 、 コ ロナ に よる 国民 意識 の 劇 的 な 変化 と デジ タル の 急 
速 な 普及 に より 、 地 方 が 有利 な 新しい 時 代 に ある こと を 
踏ま え 、 地 域 活性 化 等 に 取り 組む こと 。 


ぐ 和 田 政務 官 挨拶 > 

和田 政務 官 よ り 、「 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資 
金 供与 対策 等 」 及 び 「 銀 行 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 
の 2 点 に つい て 、 以 下 の 発言 が あり まし た 。 

第 1 に 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 
に 関し 、 国 内 外 の 情勢 の 変化 、 技 術 進歩 等 に 伴い 、 よ り 
一 層 対 策 を 強化 する こと が 重要 で ある こと 。 また 、 経 済 
安全 保障 の 観点 か ら 、 地 方 企業 に 対す る 外国 企業 の 出 
資 な ど に 際 し て 、 外為 法 に よる 規制 の 実効 性 が 担保 され 
る よう 、 引 き 続 き 適切 に 対応 いた だ きた いと いう こと 。 

第 2 に 、 銀 行 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 に 関し 、 人 口 
減少 地域 等 に お いて ポス トコ ロナ の 地域 経済 の 回 復 ・ 再 
生 を 支え る 金融 機能 を 維持 する た め に 創設 され た 「 資 金 
交付 制度 」 が 施行 され た こと 。 





| 写真 : 時 務 局長 会 議 で 発言 する 和田 政 定 | 


副 大 臣 及 び 政 務 官 の 挨拶 後 、 長 官 は じ め 金 融 庁 幹 
か ら 、 金 融 行政 の 当面 の 課題 や 金融 庁 の 取組 み 等 に つ 
いて 説明 を 行い まし た 。 こ うし た 課題 等 に つい て 、 財 務 局 
長 と 認識 を 共有 する と と も に 、 引 き 続 き 金融 庁 ・ 財 務 局 が 
一 体 と な っ て 取り 組ん で いく こと を 確認 し まし た 。 


※ 金融 庁 で は 、 法 令 に 基づき 、 地 域 の 民間 金融 機関 等 の 検査 ・ 監 督 に 係る 権限 の 一 部 を 全国 11 の 財務 省 
財務 ( 支 ) 局 等 (沖縄 総合 事務 局 を 含む ) に 委任 し て いる と ころ 、 金融 店 と 財務 ( 支 ) 局 等 と の 間 で 十分 な 
連携 を 図る 観点 か ら 、3 か 月 に 一 度 、 財 務 ( 支 ) 局 長 等 及び 金融 店 幹部 が 集まり 、 開 催す る 会 議 。 


こども 霞が関 見 学 デ ー の 開催 に つい て 








本 年 8 月 18 日 ( 水 ) 、19 日 ( 木 ) の 2 日 間 、「 こ ども 霞が関 見 学 デー」 が 開催 され まし た 。 こ の イベ ント の 目的 は 、 
親子 の ふれ あい を 深め 、 子 ども た ち が 夏 休み に 広く 社会 を 知る 体験 活動 の 機会 と し て も ら う と と も に 、 政 府 の 施 
策 に 対す る 理解 を 深め て も ら う こと で す 。 文部 科学 省 を 中 心 に 金融 庁 を 含む 各 府 省庁 な ど が 参加 し て いま す 。 


金融 庁 で は 、 お 金 の 役割 や 大 切 さ を 子ども た ち に わか りや すく < 実感 し て も ら う た め 、 小 学生 を 対象 と し た 金融 
教育 講座 「 の めざせ! お 金 マ スタ ー」 ※ を オン ライ ン で 実施 し まし た 。 


【8 月 18 日 ( 水 )「 暮 らし に か か る お 金 っ て な あ に ? 」】 

魔法 使い の 力 で 大 人 に な っ た タロ ウ 君 と 一 緒 に 、 税 金 や 社会 保険 料 等 の 生活 に 必要 な お 金 に つい て 学び ま 
し た 。 また 、 お 金 の 使い 方 に つい て も 、 友達 が 「 お 菓子 を 買っ て くれ る 」 と 言っ た 場合 は ど ば うす る か な ど 、 子 ども た 
ち が 遭 遇 し そう な 事例 を 交え な が ら 勉 強し まし た 。 子ども た ち は 、 働い て 得 た お 金 の 多く が 生活 に 必要 な お 金 と 
し て 使わ れ 、 自 由 に 使え る お 金 は 限ら れ て いる こと に 驚い て いま し た 。 


【8 月 19 日 ( 木 )「 ハンバー ガー か ら 学 ぶ お 金 の こと 」】 

身近 な ハン バー ガー を 題材 に 、 様 々 な 国 と 貿易 を し て いる こと を 知っ て も らい な が ら 、 為 替 に つい て 学び まし 
た 。 また 、 講 師 が 日 本 や 各国 の 紙幣 の 特徴 や 違い に つい て 実物 を 見 せな が ら 説 明 す る と 、 子 ども た ち も 自 宅 に 
ある 紙幣 を 画面 越し に 見 せ て くれ る な ど 、 積 極 的 に 講座 に 参加 し て くれ まし た 。 子ども た ち は 、 ゲ ー ム を 交え な 
が ら の 講座 に 積極 的 に 参加 し 、 為 替 の 変動 に つい て 楽し く 学 ん で いま し た 。 


今年 は 、 新 型 コロ ナウ イル ス 感 染 対 策 の た 
め 、 初 め て オン ライ ン で 開催 し まし た が 、2 日 
間 で 40 組 以上 の 方 に 参加 いた だ きま し た 。 講 
座 中 、 子 ども た ち に は 、 画 面 越し に 挙手 し て 
いた だ いた り 、 コ メン ト を 入力 し て いた だ き な 
が ら 、 積 極 的 に 参加 し て も らい まし た 。 参加 し 
た 多く の 方 か ら 「 と て も 楽し か っ た 」「 次 回 以降 
も 金融 庁 の イベ ント に 参加 し た い 」 と の お 声 を 
いた だ きま し た 。 参加 いた だ いた 皆さま の ご 
意見 は 、 次 回 以降 の 開催 に 向け た 貴重 な 参 | 写真 : 講 座 の 様子 
考 情報 と し て 活用 させ て いた だ きま す 。 





※ 本 年 7 月 16 日 公表 「『 こ ども 霞が関 見 学 デ ー』 の お 知ら せ 」( 金 融 庁 ) に つい て は 、 
https://www_fsa.go.jp/news/r3/sonota/20210716.nhtml を ご 参照 くだ さい 。 ノ 





EL ーーーーーーーーーーー 





金融 行政 方 針 の 公表 に 当たっ て 

金融 庁 は 、 本 年 8 月 31 日 に 本 事務 年 度 の 金融 行政 方 針 (「 コ ロナ を 乗り 越え 、 活 力 ある 経済 社会 を 実現 する 金融 シ 
ステ ム の 構築 」) を 公表 ※1 し まし た 。 これ は 、 金融 行 政 が 何 を 目指 すか 明確 に する と と も に 、 そ の 実現 に 向け 、 い か な 
る 方 針 で 金融 行政 方 針 を 行っ て いく か を お 示し する も の で す 。 これ に より 、 金 融 行政 の 透明 性 が 一 層 高 まり 、 当局 と 
金融 サー ビス 利用 者 、 金 融 機 関 、 市 場 関係 者 な どの 間 で 認識 の 共有 が 図ら れ 、 当局 と の 建設 的 な 対話 を 通じ て 、 よ 
り 良 い 金 融 行政 の 実現 に つなが る こと を 目指 し て いま す 。 

金融 庁 で は 、 金 融 行政 方 針 へ の ご 意見 を 随時 受け 付け て お り ま す 。 今後 の 参考 と し て 活用 させ て いた だ きま す の 
で 、 ウェ ブサ イト 受付 窓口 ペ 2 ま で ご 意見 を お 寄せ くだ さい 。 

本 事務 年 度 の 金融 行政 方 針 の 策定 に 当たっ て は 、 昨 事務 年 度 で 認識 し て いた 主要 な 行政 課題 に くわ えて 、 金融 
庁 の 若手 職員 や 全国 の 財務 局 の 職員 か ら 寄 せら れ た 金融 行政 に 係る 意見 等 も 踏ま え 、 幹 部 レベ ル で の 議論 等 を 
積み 重ね て 検討 する な ど 、 多 く の 職 員 の 参画 を 得 ま し た 。 こう し た 取組 み を 通じ て 、 庁 内 職員 が 主体 的 に 政策 を 企 
画 ・ 立 案 ・ 実 行 する 庁 風 を 築い て いく と と も に 、 財 務 局 と の さら な る 連携 ・ 協 働 に 努め て いま す 。 





本 事務 年 度 の 重点 課題 

本 事務 年 度 の 金融 行政 方 針 は 、| . コロ ナ を 乗り 越え 、 力 強い 経済 回 復 を 後押し する 、 Il . 活力 ある 経済 社会 を 
実現 する 金融 ンス テム を 構築 する 、 川 . 金融 行政 を さら に 進化 させ る 、 を 3 つの 柱 と し て いま す 。 

第 一 に 、 金 融 行政 の 最 優先 課題 と し て 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 へ の 対応 に 
取り 組む こと と し て いま す 。 まず は 、 金 融 機関 が 金融 仲介 機能 を 発揮 し 、 コ ロナ に 
よっ て 深刻 な 影響 を 受け た 経済 社会 を 力強く 支え られ る よう 、 万 全 を 期し て いき ま 
す 。 あ わせ て 、 ポ スト コロ ナ に お ける 力強い 経済 回 復 を 後押し で きる よう 、 必 要 な Sen た 
対応 を 進め て いき ます 。 ーー ナロー 

第 二 に 、 世 の 中 の 変化 を 成長 の 好機 と 捉え 、 国 内 外 の 資金 の 好 循 環 を 実現 す 
る と と も に 、 金 融 サ ービス の 活発 な 創出 を 可能 と する 金融 ンス テム を 構築 する こと 
に より 、 活 力 あ る 経済 ・ 社 会 構造 へ の 転換 を 促す こと と し て いま す 。 

第 三 に 、 こ うし た 重要 な 行政 課題 に 的 確 に 対応 し 、「 金 融 育 成 庁 」 と し て 国内 外 の 
経済 社会 に 貢献 し て いく た め に 、 金 融 行政 を 担う 組織 と し て の 力 を 高め て いく こと 
と し て いま す 。 








敗 | 





| . コロ ナ を 乗り 越え 、 力 強い 経済 回 復 を 後押し する 

第 一 の 柱 で ある コロ ナ へ の 対応 と し て は 、 引 き 続き 、 事 業者 の 資金 繰り 支援 に 万 全 を 期す よう 求め て いく と と も に 、 
金融 機関 の 対応 状況 を 確認 し て いき ます 。 さら に 、 ポ スト コロ ナ の 活力 ある 経済 の 実現 を 目指 し て 、 金融 機関 等 に よ 
る 事業 者 の 経営 改善 ・ 事 業 再生 ・ 事 業 転換 支援 等 の 取組 み を 促し て いく と と も に 、 地域 経済 全体 の 活性 化 に 向け 、 





※1 本 年 8 月 31 日 公表 、「2021 事 務 年 度 金融 行政 方 針 に つい て 」 は 、 
https://www.fsa.go.jp/news/r3/20210831/20210831.html を ご 参照 くだ さい 。 
※2 ウェ ブサ イト 受付 窓口 は https://www.fsa.go.jp/opinion/ を ご 参照 くだ さい 。 3 








地域 企業 の た め の 経 営 人 材 マ ッ チ ング 等 を 促進 し て いき ます 。 この ほか 、 金 融 機 関 自身 が 経営 基盤 を 強化 し 、 我 が 
国 経済 の 力強い 回 復 と 成長 に 資す る よう 、 各 金融 機関 の 実態 や 金融 ンス テム 全体 の 状況 を 的 確 に 把握 し た 上 で 、 
持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け て 対話 を 積み 重ね て いき ます 。 


II . 活力 ある 経済 社会 を 実現 する 金融 レス テム を 構築 する 

第 二 の 柱 と し て 、 国内 外 の 資金 の 好 循 環 を 実現 する と と も に 、 金融 サ ービス の 活発 な 創出 を 可能 と する 金融 シス テ 
ム を 構築 する こと に より 、 活 力 あ る 経済 ・ 社 会 構造 へ の 転換 を 促す よう に 取り 組ん で いき ます 。 例え ば 、 金融 分 野 に 
お ける デジ タル ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 推進 する た め 、 送 金 手段 や 証券 商品 の デジ タル 化 に 対応 し た 金融 制度 の 検討 等 を 

進め ます 。 ま た 、 国 際 金 融 セ ンタ ー と し て の 地位 確立 に 向け て 絶え ず 取 組み を 進化 させ て いき ます 。 さら に 、 世界 で 
加速 する 脱 炭 素 化 等 に 向け た 動き を 捉え 、 国 内 外 の 成長 資金 が 日 本 企業 の 取組 み に 活用 され る よう 、 サ ステ ナブ 
ルフ ァ イ ナ ンス 推進 の た め の 環 境 整 備 を 進め て いき ます 。 く わ え て 、 資 本 市 場 の 活性 化 と 成長 資金 の 円 滑 な 供給 の 
観点 か ら 、 投 資 家 保護 に も 留意 し つつ 、 イ ン ベ ス ト ・ チ ェ ー ン 全体 の 機能 向上 に 向け た 取組 み を 進め て いき ます 。 こ 
の ほか 、 利 用 者 目線 に 立っ た 金融 サー ビス の 普及 に より 、 国 民 の 安定 的 な 資産 形成 を 促す と と も に 、 全 て の 利用 者 
に 寄り 添っ た 対応 や 社会 課題 の 解決 に 取り 組ん で いき ます 。 他方 で 、 デ ジタル 化 や グロ ー バ ル 化 が 急速 に 進展 する 
中 で 、 強 東 な 金融 シス テム を 構築 し て いく た め 、 マ ネロ ン 等 対策 の 強化 や サイ バー セキ ュ リ ティ の 確保 ほか 、 シ ス 
テム リス ク 管 理 態勢 の 強化 等 を 促し て いき ます 。 





川 . 金融 行政 を さら に 進化 させ る 

第 三 の 柱 と し て 、 金 融 行政 その も の を 不断 に 進化 させ て いく 観点 か ら 、 デ ー タ 分 析 の 高度 化 を 推進 する と と も に 、 
国際 的 な ネッ トワ ー ク の 強化 等 を 通じ た モニ タリ ング 能力 の 向上 に 取り 組ん で いき ます 。 また 、 全 て の 金融 庁 職員 の 
や る 気 と 能力 を 最大 限 に 高め 、 金 融 行政 を 担う 組織 と し て の 力 を 高め て いく た め の 取 組み を 行っ て いき ます 。 例え ば 、 
金融 行政 各 分 野 の 専門 人 材 の 育成 を 進め る と と も に 、 政 策 オ ー プ ン ラ ボ 等 の 職員 の 主体 的 な 取組 み を 美 励 する 枠 
組み の 一 層 の 活用 、 財 務 局 と の さら な る 連携 ・ 協 働 、 職 員 が 能力 を 発揮 で きる 環境 の 実現 や 、 質 の 高い マネ ジメント 
に よる 組織 運営 を 推進 し て いき ます 。 





2021 事 務 年 度 金融 行政 方 針 
ーー コロ ナ を 乗り 越え 、 活 力 あ る 経済 社会 を 実現 する 金融 シス テム の 構築 へ ー 2021 年 8 月 公表 


1. コロ ナ を 乗り 越え 、 力 強い 経済 回 復 を 後押し する ll . 活力 ある 経済 社会 を 実現 する 金融 シス テム を 構築 する 


第 一 に 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 に よる 深刻 な 影響 を 受け た 経 第 二 に 、 国 内 外 の 経済 社会 ・ 産 業 を めぐ る 変化 を 成長 の 好機 と 捉え 、 
済 社会 を 、 金 融 機関 が 引き 続き 金融 仲介 機能 を 発揮 し て 力強く 支え 国内 外 の 資金 の 好 循 環 を 実現 する と と も に 、 金 融 サ ービス の 活発 な 創 
ぬく こと が で きる よう 、 行 政 と し て も 万 全 を 期す 。 さ ら に 、 ポ スト 出 を 可能 と する 金融 レス テム を 構築 する こと に より 、 活 力 あ る 経済 ・ 
コロ ナ の 活力 ある 経済 の 実現 を 目指 し て 、 金 融 機関 等 に よる 事業 者 社会 構造 へ の 転換 を 促し て いく 。 













































































































の 経営 改善 ・ 事 業 再生 ・ 事 業 転換 支援 等 を 促し て いく 。 金融 分 野 に お ける デジ タル ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 推進 する た め 、 利 用 者 保護 
送金 手段 や 証券 商品 の デジ タル 化 に 対応 し た 金融 制度 
m 金融 機関 に 対し て 、 事 業者 の 資金 繰り 支援 に 万 全 を 期す よう 求め て いく Sr a 
と と も に 、 対 応 状況 を 確認 する 。 企 業 決算 ・ 監 査 へ の 対応 に つい て も 、 0 * 
関係 者 間 で 適切 な 連携 を 図る 。 ロ 国際 金融 セン ター と し て の 地位 確立 を 目指 し 、 海 外人 金融 事業 者 に 対す る 登 
録 手続 き の 志 化 や 英語 対応 の 強化 を 一 層 佑 め る ほか 、 金 品 償 壇 援 ネ ッ 
昌 豪雨 等 の 自然 災害 の 発生 時 に は 、 関 に 対し て 、 き め 細 か な 被災 者 トワ ー ク を 構築 する 。 ま た 、 積 極 的 な プロ モー ショ ン を 進め 
。 自然 災 害 債務 整理 ガイ ドラ イン の 活用 な ど 、 下 サス テ ナ プ ブル ファ イナ ンス を 推進 し 、 国 際 的 な 議論 に お い Ne 
自然 災害 や コロ ナ の 影響 で 債務 弁済 が 困難 と な っ た 個人 ・ 個 人 事業 主 の を 担う 。 国 内 外 の 成長 資金 が 日 本 企業 の 有 の 取組 み に 活用 され る 
生活 ・ 事 業 の 再建 支援 を 促す 。 よう 、 企 業 開示 の 充実 、 グ リー ン ボ ンド 等 の 認証 枠組 みや 情報 プラ ッ ト 
フォ ー ム の 構築 に 「 際 金 融 セ の 実 B 希 る 。 
= 人 等 に よる 豆 才 の 経 半 ・ 豆 和 生 事業 提 等 の 取 EE 
組み を 促す 。 こ の た め 、 事 業者 支援 に あたっ て の 課題 や 対応 策 を 共有 mm イン ベス トメ ント ・ チ ェ ー ン 全体 の 機能 向上 に 向け 、 投 資 家 保護 に も 留 
する 生 和光 振 能生 系 プロ ジェ ク 」 の 推進 、 中 小 企業 の 実態 を 意 し つつ 、 成 長 資 金 の 供給 を 含む 、 市 場 機能 向上 の た め の 制度 ・ 市 場 慣 
踏ま えた 事業 再生 の た め の 私 的 整理 ガイ ドラ イン の 策定 等 を 行う 。 行 の 点検 ・ 見 直し を 行う 。 あ わせ て 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 を 推 











進 す る と と も に 、 会 計 監 査 を 巡る 諸 課 題 を 総合 的 に 検討 する 。 
利用 者 目線 に 立っ た 金融 サー ビス の 普及 を 促す た め 、 顧 客 本 位 の 業務 運 





地域 経済 全体 の 活性 化 に 向け 、 地 域 企 業 の た め の 経 営 人 材 マ ッ チ ング 





を 促進 する ほか 、 金 融 機関 職員 の 地域 ・ 組 織 ・ 業 態 を 超え た 事業 者 支 営 に つい て の 取組 状況 の 見 える 化 等 を 進め る 。 
援 の ノウ ハウ 共有 や 兼業 ・ 副 業 の 普及 ・ 促 進 を 後押し する 。 ON NE 
本 地域 金融 機関 が 地域 の 実情 等 を 踏ま え 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構 リス ク 管理 態勢 の 強化 を 促す 。 


築 す る よう 、 対 話 を 通じ て 経営 改革 に 向け た 取組 み を 支援 し て いく 。 


上 . 金融 行政 を さら に 進化 させ る | 


第 三 に 、「 金 融 育 成 庁 」 と し て 国内 外 の 経済 社会 に 貢献 し て いく た め 、 デ ー タ 分 析 の 高度 化 等 を 通じ た モニ タリ ング 能力 の 向上 や 、 専 門人 材 
の 育成 な ど 、 金 融 行政 を 担う 組織 と し て の 力 を 高め て いく 。 


時 金融 機関 か ら の 徴 求 デー タ を 企業 の 個 社 デー タ と 組み 合わ せ た 分 析 を 実施 する な ど 、 デ ー タ 分 析 の 高度 化 を 推進 する 。 


申 金融 行政 各 分 野 の 専門 人 材 の 育成 を 進め る と と も に 、 職 員 の 主体 的 な 取組 み を 奨励 する 枠組 み の 一 層 の 活用 、 財 務 局 と の さら な る 連携 ・ 協 働 、 職 員 が 能 
力 を 発揮 で きる 環境 の 実現 や 、 質 の 高い マネ ジメント に よる 組織 運営 を 推進 する 。 
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金融 庁 は 、 本 年 7 月 8 日 「 金 融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た プロ グレ スレ ポー ト 」 を 公表 ※1 し まし た 。 本 稿 で は 、 そ の 
概要 を 紹介 いた し ます 。 


は じ め に 

金融 庁 で は 2019 年 か ら 、 地域 金融 機関 に よる 金融 仲介 機能 の 発揮 を 促す た め 、 各 金融 機関 や 当店 ・ 財 務 局 に 
お ける 1 年 間 の 様々 な 取組 み 事 例 等 を 、「 金 融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た プロ グレ スレ ポー ト 」( 以 下 「 レ ポー ト 」 と い 
う 。 ) と いう 形 に まとめ 、 広く 発信 する こと に より 、 議論 を 喚起 し て きま し た 。 

2021 年 7 月 8 日 付 で 公表 し て いる 本 レポ ー ト も 、 今 回 で 3 回 目 と な り ま す 。 

今回 は 特に 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 (以下 「 コ ロナ 」 と いう 。 ) の 影響 が 長期 化す る 中 、 地域 金融 機関 に お い 
て は 事業 性 評価 や 伴走 型 支 援 と いっ た これ まで の 取組 み に 留 ま ら な い 、 そ れ ら を ベー ス と し た 多様 な 事業 者 支援 
が 求め られ る 局面 と な っ て お り 、 こ の あたり の 関係 者 に お ける 取組 み を 中 心 に まとめ て いま す 。 


コロ ナ 関 連対 応 
(1) 事 業者 支援 態勢 の 把握 

各 財 務 局 で は 、2021 年 1 月 の 緊急 事態 宣言 以降 、 約 4 か 月 間 で 全国 延べ 600 余 り の 関係 者 へ の ヒア リン グ 等 を 
通じ 、 地 域 金融 機関 に よる 事業 者 支援 の 実状 、 そ の 中 で の 経営 改善 ・ 事 業 再生 ・ 事 業 転換 ・ 事 業 承 継 ・ 事 業 再編 
等 の 支援 に 向け た 各 支 援 機関 と の 連携 状況 と いっ た 点 に つい て 実態 把握 を 行い まし た 。 

事業 者 支援 に お いて は 、 地 域 金 融 機関 が 、 影 響 を 受け て いる 事業 者 の ニー ズ を 迅速 か つ 的 確 に くみ 取り 、 実 質 
無利子 ・ 無 担保 融資 等 の 事業 継続 に 向け た 金融 支援 を 行っ て いる こと を 確認 し まし た 。 

地域 金融 機関 が 商工 会 議 所 等 と 協力 し 、 営業 支店 内 に 事業 者 向け の 経営 相談 窓口 を 設置 する な ど 、 地 域 金 融 
機関 と 支援 機関 と の 連携 事例 も 確認 し まし た 。 この 点 、 更 に 複数 の 財務 局 に お いて は 、 当該 連携 を 更に 促進 する 
観点 か ら 、 地 域 金 融 機 関 と 支援 機関 間 の 関係 構築 に 向け 、 担 当 者 が 一 同 に 会 し 、 お 互い の 支援 メニ ュー や ノウ ハ 
ウ 等 を 共有 で きる 意見 交換 の 場 を 設け まし た 。 

金融 庁 で は 、 地 域 銀行 系 シン クタ ンク の 協力 の も と 、 地域 企 業 の 経営 動向 等 に 係る 情報 収集 を 行い 、 地域 経 
済 ・ 企 業 に お ける 影響 を 把握 し まし た 。 


(2) 事 業者 支援 ノウ ハウ 共有 の 取組 み 

金融 庁 は 、 地 域 金 融 機関 の 現場 職員 同士 が 、 地 域 ・ 組 織 を 超え て 、 実 践 的 な 事業 者 支援 ノウ ハウ ・ 知 見 を 共有 
で きる よう 、 内 閣 官 房 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 事務 局 の 協力 の 下 、 オ ン ラ イン サイ ト 「 地 方 創 生 カ レッ ジ 」 内 に 人 金 
融 機関 等 の 職員 向け ノウ ハウ ・ 知 見 共有 サイ ト を 開設 し まし た 。 具体 的 な 支援 手法 や 日 常 業務 に 係る 質問 ・ 疑 問 
の 投稿 が 可能 で 、 本 年 4 月 稼働 後 、 本 寄稿 時 点 で 130 超 機関 、300 名 超 が 参加 し て いま す 。 
この ほか 、 各 地域 に お ける ノウ ハウ ・ 知 見 共有 に 向け た 自発 的 な 取組 み を 、 当 店 職員 の 派遣 や 当該 取組 み の 周 
知 に より 、 積 極 的 に 後押し し て いま す 。 


情報 ・ 知 見 の 鞭 積 図 1 コロ ナ 発 生後 ・ 現 在 の 資金 繰り 状況 
2015 事 務 年 度 か ら 今回 で 6 回 目 と な る 「 企 業 
アン ケー ト 調 査 」 に お いて 、 従 来 か ら 行 っ て い 








0% 20% 40% 60% 80% 100% 


ショ ン に 係る 評価 に 加え 、 コ ロナ 拡大 に よる 企 (=10031) 58.7 41.3 

業 の 資金 繰り に 係る 影響 や 地域 金融 機関 に SN 

よる 支援 、 金 融 機関 か ら 期 待 す る 経営 改善 支 

援 サ ービス に つい て も 確認 し まし た 。 現在 79.9 20.1 


コロ ナ 発 生後 (2020 年 2 月 2021 年 3 月 ) に “10002 
は 「 安 定 し て いな か っ た 」 と し た 企業 が 相応 に 
あり まし た が 、 本 調査 時 点 (2021 年 4 月 ) で は 、 中 安定 し て いた ロ 安 定 し て いな か っ た 
「 安 定 し て いる 」 と し た 企業 の 割合 が か な り 増 えて いま す 。 金融 機関 か ら 支援 を 受け た 企業 は 7 割 弱 に も 達し 、 そ 
の うち ほぼ 全て が 資金 繰り 支援 を 受け て いま す 。 コ ロナ の 影響 を 受け た 企業 に 対し 、 資金 繰り を 中 心 と し た 支援 を 
着実 に 行っ て きた こと が 有 暑 わ れ ま し た ( 図 1、2 参 照 ) 。 


※ 本 年 7 月 8 日 公表 、「 金 融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た プロ グレ スレ ポー ト に つい て 」 は 、 
https://www.fsa.go.jp/news/r2/ginkou/20210708/20210708.html を ご 参照 くだ さい 。 5 





図 2 金融 機関 に よる 支援 


全体 ・ 債務 者 区 分 別 支援 状況 
0% 20% 40% 60% 80% 


全体 
正常 先 上 位 7 
(n=1,743) ! ee 
正常 先 下位 < 
(n=5,654) ! 
要 注意 先 以 下 
(n=2.614) 


69.9 I 30.1 


金融 機関 か ら 支 援 を 受け た 
ロ 金 融 機関 か ら 新 た な 支援 は 受け て いな い 








受け た 支援 の 内 訳 


100% 0% 20% 40% 60% 80% 100% 


了 
結 1 27 
0 24 
資金 繰り 支援 


ロ 両 方 ロ 経 営 改善 支援 サー ビス 


今後 、 金 融 機 関 に 期待 する 経営 改善 支援 サー ビス の 上 位 5 項目 は 、① 取 引 先 ・ 販 売 先 紹介 、② 各 種 支援 制度 
の 紹介 や 申請 支援 、③ 事 業 承継 に 関す る アド バイ ス ・ 提 案 、④ 経 営 人 材 の 紹介 、⑤ 財 務 内 容 の 改善 支援 と いう 順 
と な り ま し た 。 中 で も 、「 経 営 人 材 の 紹介 」 に 至っ て は 、「 手 数 料 を 支払 っ て も 良い 」 と の 回 答 が 5 割 詳 と な り ま し た 


( 図 3 参照 ) 。 


地域 金融 機関 に は 、 引 き 続 き 、 継 続 的 な 資金 繰り 支援 と 、 ア フタ ー コ ロナ を 見 据え た 事業 継続 に お ける 課題 解決 
に 資す る 迅速 か つ 積 極 的 な 支援 が 求め られ て いる こと が 且 わ れ ま し た 。 


この ほか 、 債 権 回 収 会 社 ( 以 下 「 サ ー ビ 
サー」 と いう 。 ) に よる 事業 再生 支援 を 期待 
する 声 を 受け 、 複 数 の サー ビ サ ー に 対す 
る ヒア リン グ を 通じ 、 サ ー ビ サ ー に よる 事 
業 再 生 支 援 の 可能 性 を 示唆 し まし た 。 

更に 、 地 域 金融 機関 に お ける 引当 実務 
と し て 、 将 来 の 景気 予測 等 を 引当 に 反映 さ 
せる と いっ た 、 今般 の コロ ナ 福 の 影響 も 重 
な る 中 で 積極 的 な 事業 者 支援 に 向け た 、 
新た な 取組 み 事 例 を 紹介 し て いま す 。 


地域 活性 化 ・ 課 題 解 決 に 向け て 

「 安 心 と 成長 の 未来 を 拓く 総合 経済 対 
策 」(2019 年 12 月 5 日 閣議 決定 ) に 基づき 、 
地域 金融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ 
ル 構 築 に 関し て 多様 な 関係 者 が 議論 する 
場 「 Regional Banking Summit 
(Re:ing/SUM : リン サム ) 」 を 、 東京 に 続き 、 
名 古屋 及び 広島 に お いて 開催 し まし た 。 
コロ ナ の 影響 が 広がる 中 に あっ て も 、 地 域 
の 企業 に 対し 、 現 状 の 資金 繰り 支援 に 加 
え 何 が で きる か 、 ま た 、 支 援 を 通じ て 地域 
経済 に 付加 価値 を も た らし つつ 、 い か に 地 
域 金 融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル 
を 構築 し て いく の か と いっ た 観点 か ら 、 多 
様 な 経歴 の 有識者 が 講演 や パネ ルディ ス 
カッ ショ ン を 通じ て 提言 し まし た 。 

東京 ・ 名 古屋 ・ 広 島 開 催 分 を 合わ せ 、 オ 
ン ラ イン 配信 を 通じ て 延べ 18.900 人 と いう 
多く の 視聴 者 を 集い 、 多 く の 好 意 的 意見 を 
受け る な ど 、 一 定 の 成果 が 得 ら れ ま し た 。 





各種 支援 制度 の 紹介 や 申請 の 支援 
(n=2.212) 


図 3 金融 機関 に よる 支援 (経営 改善 支援 サー ビス ) 
全体 ・ 債 務 者 区 分 別 
0% 20% 40% 60% 80% 
資金 繰り 表 の 作成 支援 三友 _83 
事業 計画 策定 支援 三 琶 5 
財務 内 容 の 改善 支援 = 寺 必 8 
経営 人 材 の 紹介 ーー#6 mn 
取引 先 ・ 販 売 先 の 紹介 ーーー ゴ モ ー ネ 
事業 転換 に 関す る アドバイス. 提案 三 ニ 29 
事業 承継 に 関す る アト ハイス. 提案 = !86 
廃業 の た め の 7 ト バイ ス 20 Tn 
各種 支援 制度 の 紹介 や 申請 の 支援 っ みっ -*+ に =-! 


全体 ロ 正 常 先 上 位 
(n=5,725) (n=991) 


ロ 正 常 先 下位 
(n=3.213) 


ロ 要 注意 先 以下 
(n=1.520) 


全体 手数 料 を 支払 っ て も よい と 回 答 し た 割合 


0% 10% 20% 30% 40% 50% 
資金 繰り 表 の 作成 支援 
a 2/8 


事業 計画 策定 支援 
CD 39.1 


財務 内 容 の 改善 支援 
(n=835) 


経営 人 材 の 紹介 ーーFーー 
(n=1,062) 4) | 
取引 先 ・ 販 売 先 の 紹介 
(n=2.871) 
事業 転換 に 関す る アト バイ ス ・ 提 案 
(n=688) 





事業 承継 に 関す る アト バイ ス ・ 提 案 
a 38 .2 


廃業 の た め の ア ド ハ バイ ス 
6 NE 0.2 


他方 、 金 融 関係 以外 の 者 か ら の 視聴 割合 が 低め に 留まる な ど 、 更 な る 改善 ・ 工 夫 の 余地 が あり 得る こと も 認 
め ら れ た た め 、「 新 た な 取組 み が 生 まれ 拡大 し て いく こと 」 を 目指 す 中 、 こう し た 点 も 踏ま え 、 オ ン ラ イン 配信 を 
前 提 と し つつ も 新た な コン セプト や イベ ント の あり 方 に つい て 検討 し て いき ます 。 


最後 に 
本 事務 年 度 に お いて も 、 引 き 続 き 、 こ うし た 取組 み と そ れ ら を 広く 効果 的 に 発信 する こと に より 、 地 域 金 融 機 
関 に お ける 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 取組 み を 後押し し て て いく 所 存 で す 。 


改 入 名 コナ ー 





1. は じ め に 

本 年 7 月 21 日 、 先 般 の 通常 国会 に お いて 成立 し た 「 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 の 影響 に よる 社会 経済 情勢 の 変 
化 に 対応 し て 金融 の 機能 の 強化 及び 安定 の 確保 を 図る た め の 銀 行 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 の 一 部 (金融 機能 
強化 法 関係 ) が 施行 され 、「 資 金 交 付 制度 」※ が 創設 され まし た 。 

「 資 金 交 付 制度 」 は 、 人 口 減少 地域 等 に お いて ポス トコ ロナ の 地域 経済 の 回 復 ・ 再 生 を 支え る 金融 機能 を 維持 する 
た め 、 合 併 や 経営 統合 等 を 行う 地銀 等 が 、 経 営 基盤 強化 の た め の 措 置 の 実施 に 関す る 計画 (「 実 施 計画 」) を 作成 し 
て 国 の 認定 を 受け て 、 預金 保険 機構 か ら 資金 の 交付 を 受け る こと が で きる 制度 で す 。 


9 の 音 明 (図表 1) 地域 金 融 機関 に 求め られ る 役割 
2. 制度 創設 の 背景 


地銀 等 は 、 地 域 の 企業 や 地 地域 金融 機関 に 求め られ る 役割 
域 経済 の 活性 化 に と っ て 、 重 要 | 〇 企業 の メイ ン バ ン ク の 業態 別 シ ェ ア を 見 る と 、 地 域 銀 行 は 約 5 割 の 企業 の メイ ン バ ン ク と 
な 役割 を 果たし て いま す (図表 | な っ て お り 、 信 用 金庫 や 信用 組合 を 含め る と その 割合 は 約 8 割 と な っ て いま す 。 
1) 。 こう し た 中 、 地銀 等 に は 、 | 〇 また 、 地 域 別 に 見 る と 、 関 東 ・ 中 部 ・ 近 畿 を 除く 全 地域 で 地域 金融 機関 の シェ ア が 9 割 を 超 
ポス トコ ロナ の 地域 経済 の 回 | えて いま す 。 





復 ・ 再 生 を 支え る 「 要 」 と し て の 全国 業態 別 シェ ア 地域 別 ・ 業 態 別 シェ ア 
役割 が 期待 され ます 。 

し か し 、 足元 で は 、 こ うし た 地 農協 1.2% 。 その他 3.2% 
銀 等 が 経営 の 基盤 を 置く 各地 


域 に お いて 人 口 減少 が 進ん で 
いる ほか 、 低 金利 環境 が 継続 
する な ど 、 地 銀 等 の 経営 環境 
は 厳し く 、 特 に 人 口 減少 地域 で 本 
は 将来 的 に その 役割 を 十分 に 

果たせ な く な る お それ が あり ま 信用 金庫 23.2% 
す 。 
この た め 、 地 銀 等 が その 役割 
を 持続 的 に 果たせ る よう 、 自 ら 
の 経営 判断 に 基づき 、 合 併 ・ 経 
営 統合 等 の 事業 の 抜本 的 な 見 、、、 NCE 間 交 
直し を 行う 際 の 支援 措置 と し て 、 i I a 
資金 交付 制度 を 創設 する こと と (出所) 帝国 デー タバ ンク 「 全 国 メ イン バン ク 動 向 調査 」(2019 年 ) より 金融 庁 作 成 。 
骨 ま 選 た 


3. 制度 の 概要 
(申請 期限 ) 

資金 交付 制度 は 、 新 型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 が 経済 に 与え る 影響 が 見 通し 難い こと も 踏ま え 、2026 年 3 月 末 ま で を 申 
請 期限 と し て いま す 。 






























= 地方 銀行 m 第 二 地銀 = 信用 金庫 信用 組合 = 都市 銀行 = その 他 





(合併 ・ 経 営 統合 等 ) 

地銀 等 が 、 合 併 ・ 経 営 統合 等 の 事業 の 抜本 的 な 見 直し を 行う 場合 が 制度 の 対象 と な り ま す 。 

具体 的 に は 、① 合 併 、② 事 業 の 全部 を 承継 させ る 会 社 分 割 (共同 新設 分 割 ・ 共 同 吸収 分 割 ) 、③ 事 業 の 全部 を 承継 
する 会 社 分 割 (吸収 分 割 ) 、④ 事 業 の 全部 の 譲渡 又は 譲受 け 、⑤ 株 式 交換 、⑥ 株 式 移転 、⑦ 株 式 の 交付 又は 取得 と 
いっ た 合併 や 経営 統合 を 行う 場合 の ほか 、 単 独 で 行う 抜本 的 な 事業 の 見 直し と し て 、⑧ 一 部 事業 譲渡 等 に より 業務 の 
効率 の 向上 が 図ら れ 、 そ の 収益 性 が 大 きく < 向上 する と 見 込ま れる 場合 も 対象 と な り ます ( 法 第 34 条 の 10 第 1 項 ) 。 

⑧ に つい て は 、 実 施 計画 の 始期 の 直前 事業 年 度 末 と 比べ て 、 計 画 の 終期 に お ける 、 修 正 業務 粗 利益 経費 率 が 1596 
ポイ ント 以上 低下 し 、 修 正 経費 が 209% 以 上 低下 する こと が 見 込ま れる 場合 と し て いま す ( 内 閣府 令 第 103 条 ) 。 


※ な お 、 今 回 ご 紹介 し た 法律 な ど 「 資 金 交 付 制度 」 に 関す る 資料 を 一 括 し て ご 覧 いた だ ける よう 金融 庁 ウ ェ ブ サイ 
ト に 専用 ペー ジ 「 資 金 交付 制度 に つい て 」 を 開設 し て いま す 。 { 
https://www.fsa.go.jp/common/shinsei/shikinkohu/index.html を ご 参照 くだ さい 。 


(実施 計画 の 記載 事項 ) 

制度 を 利用 する 地銀 等 は 、 実 施 計画 ) (期間 約 5 年 間 ) を 提出 し 、 主 務 大 臣 の 認定 を 受け る 必要 が あり ます 。 

実施 計画 に お いて は 、① 合 併 ・ 経 営 統合 等 の 内 容 を 含む 経営 基盤 強化 の た め の 取 組み の 内 容 に 加え て 、② 地 域 に 
お ける 貸出 等 の 基盤 的 金融 サー ビス の 提供 の 維持 に 関す る 事項 、③ 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 金融 の 円 滑 化 そ の 
他 の 当該 地銀 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 活性 化 に 資す る 方 策 、④ 計 画 の 適切 な 実施 を 図る 
た め に 必要 な 経営 体制 に 関す る 事項 、⑤ 資 金 交 付 を 求め る 金額 等 に つい て 記載 する 必要 が あり ます ( 法 第 34 条 の 10 
第 2 項 ) 。 

③ に つい て は 、 具体 的 に は 、 地 域 経済 活性 化 に 資す る た め の 方 針 、 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 その 他 の 
基盤 的 サー ビス の 実施 の た め の 体制 整備 の 方 策 や 、 担 保 ・ 保 証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 等 の た め の 方 策 の ほ 
か 、 創 業 ・ 新 事業 の 開拓 支援 、 経 営 相談 その 他 の 取引 先 企業 の 支援 、 早 期 事 業 再 生 支 援 、 事 業 承継 支援 と いっ た 各 
機能 の 強化 の た め の 方 策 な ど に つい て 記載 する こと と し て いま す ( 内 閣府 令 第 105 条 )。 


(実施 計画 の 認定 ) 

実施 計画 の 認定 に あたっ て は 、 以下 の 各 要 件 を 満た し て いる か を 審査 し ます 。 

具体 的 に は 、① 地 銀 等 に より 提供 され る 基盤 的 金融 サー ビス が その 主として 業務 を 行っ て いる 地域 の 経済 に と っ て 不 
可 欠 で ある と 認め られ る 場合 で ある こと 、② 地 銀 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お いて 、 人 口 減少 等 に より 基盤 
的 サー ビス の 持続 的 な 提供 が 困難 と な る お それ が ある こと 、③ 計 画 の 実施 に より 基盤 的 サー ビス の 提供 が 維持 され る 
と 見 込ま れる こと 、④ 計 画 記載 の 各 方 策 に より 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 金融 の 円 滑 化 が 見 込ま れる こと や 、 当該 方 
策 が 地域 経済 の 活性 化 の た め に 適切 な も の で ある こと 、⑤ 合 併 ・ 経 営 統合 等 を 含め 、 計 画 が 円 滑 か つ 確 実に 実施 され 
る と 見 込ま れる こと な ど ( 法 第 34 条 の 10 第 3 項 ) 。 


(資金 交付 の 対象 と な る 経費 等 ) 

資金 交付 の 対象 は 、 事 業 の 抜本 的 な 見 直し と し て 実施 する 経営 基盤 強化 の た め の 措 置 に 要する 経費 の 一 部 で す 。 

具体 的 に は 、 内 閣府 令 第 107 条 に 規定 し て いま す が 、 パ ブリ ッ ク コ メン ト に お ける ご 意見 を 踏ま え 、「 金 融 機関 等 が 事 
業 の 抜本 的 な 見 直し と し て 実施 する 経営 基盤 の 強化 の た め の 措 置 の 実施 に 要する 経費 (対象 経費 ) の 基本 的 な 考え 
方 等 に つい て 」 を 公表 し 、 対象 経 費 と な りう る も の の 代表 的 な 例 な ど に つい て お 示し し て いま す 。 

資金 交付 の 上 限 額 に つい て は 、 預 金 保険 機構 が 定め た 資金 交付 要綱 に お いて 、 対 象 経費 の 総額 の 3 分 の 1 又は 30 
億 の いずれ か 低い 額 と し て いま す ( 要 綱 第 4 条 第 2 項 ) 。 


(資金 交付 の 財源 ) 
資金 交付 制度 の 財源 は 、 こ れ ま で 地域 経済 の 活性 化 等 を 目的 に 資本 参加 を 行っ た 地域 金融 機関 か ら 支 払わ れ た 配 
当 収 入 等 の 内 部 留保 で ある 預金 保険 機構 の 金融 機能 強化 勤 定 の 利益 剰余 金 約 350 億 円 を 活用 する こと と し て いま す 。 


(図表 2) 資 金 交 付 制度 の 概要 









































(実施 計画 の モニ タリ ング ) 制度 の 概要 
ヽ IZ ピコ 三 スニ ーー ド いさ i 
当局 は 、 実 施 計 画 の 履行 状況 に 対象 事業 の 抜本 的 な 見 直し と し て 実施 する 合併 ・ 経 営 統 合 等 の 経営 基盤 強化 の 
つい て 、 その 計画 期間 中 、 モ ニタ リ 【 才 正 金融 機能 引 化 法 第 94 系 の 10 第 1 項 】 計画 (「 実 施 計画 」) を 作成 し て 国 の 認定 を 受け た 地域 銀行 等 
ング を 行い 行状 況 に 照 と ルル 
ング を 行 し 、 履 行状 沈 1 照ら し て 必 Ri 
要 が ある と 認め る と き は 、 計画 の 履 「 実 施 計画 」 の 記載 事項 ・ 金融 サー ビス の 提供 の 弘 持 に 関す る 事項 
を 【 改 正 金融 機能 強化 波 第 34 駿 の 10 第 2 項 】 % 年 済 の 活 こ 3 
行 を 確保 する た め 、 地 銀 等 に 対し て 、 ・ 計画 の 適切 な 実施 に 必要 な 経営 体制 。 等 
葉 党 上 必要 な 措置 を 命 する こと が で 提供 する 金融 サー ビス が 地域 経済 に と 欠 
= ・ 提 ービス が 地域 経済 に と っ て 不可 
きる こと と し て いま す ( 法 第 34 条 の | 「 実 施 計画 」 の 認定 要件 || . 人 品 小 少 等 に より 金融 サー ビス の 持続 8 提供 が 困難 と な る お それ 
12) 。 また 、 計画 が 認定 の 要件 に 適 JSME ・ 計画 実施 に より 金融 サー ビス の 提供 が 維持 され る と 見 込ま れる 等 
o ー ヽ ゝ my ー 
合 し な く な っ た 場合 に は 、 認 定 を 取 交付 額 経営 基盤 強化 に 必要 な 追加 的 な 初期 コス ト (IT シ ステ ム 投 資 等 ) の 一 部 
り 消す こと が で きる こと と し て いま す EE 
( 法 第 34 条 の 13 第 1 項 ) 。 実施 計画 の 預金 保険 機構 の 金融 機能 強化 勘定 に 属す る 剰余 金 を 活用 
の 認定 が 取り 消さ れ た 場合 に お い ・ 計画 の 履行 状況 を 原則 5 年 間 モ ニタ リン グ 
レ す コ sz ー > 監督 等 ・ 必要 に 応じ 監督 上 の 措置 命令 
て は 、 地銀 等 は 交付 を 受け た 資金 【 改 正 金融 機能 路 化 潜 第 84 系 の 12】 * 事業 の 抜本 的 な 見 直し (合併 ・ 経 営 統合 の 場合 は その 実行 ) が 実施 され 
を 預金 保険 機構 に 返還 する こと と な な い 場合 に は 資金 の 返還 を 求め る 
な た を 生 
り ま す (要綱 第 6 条 第 12 号 ) 。 。 申請 期限 2026 年 3 月末 ( 約 5 年 間 の 申請 期間 を 確保 ) 
【 改 正 金融 機能 竣 化 法 第 34 柔 の 10 第 1 項 等 】 

















4. 最後 に 
金融 庁 と し て は 、 各 地銀 等 が 、 本 制度 の 活用 等 を 通じ て 、 経 営 基盤 の 強化 に 取り 組み 、 地 域 の 企業 や 地域 経済 
の 活性 化 に 積極 的 に 貢献 し て いた だ く こ と を 期待 し て いま す 。 


に 1 誠 層 了 ーーーーーーーーーーーー 





本 年 8 月 30 日 に 、 金融 活動 作業 部 会 (Financial Action Task Force (FATF) ) か ら 、 第 4 次 対日 相互 審査 報告 書 ( 以 下 、 
報告 書 ) が 公表 ※1 さ れ ま し た 。 ここ で は その 主 な ポイ ント を ご 紹介 いた し ます 。 


FATF 相 互 審査 制度 と は 

FATF と は 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 、 テ ロ 資 金 供与 、 拡 散 金融 (以下 、 マ ネロ ン 等 対策 ) に 係る 国際 協力 を 推進 する た 
め 設 置 され た 会 議 体 で 、 国 際 基 準 (FATF 勧告 ) の 策定 と 見 直し や 、 参 加 国 ・ 地 域 間 で の 相互 審査 を 実施 し て いま す 。 
現在 、 世 界 200 以 上 の 国 ・ 地 域 が FATF 勧 告 等 に 沿っ て マネ ロン 等 対策 の 強化 を 図っ て お り 、 相互 審査 の 結果 が 著しく 
低い 場合 は 、 マ ネロ ン リ スク の 高い 国 と し て 、 取引 先 の 海外 金融 当局 等 か ら 、 送 金 取 引 等 に 対し 厳格 な 監視 等 が 行 
れ 、 輸 出入 決済 の 手続 き の 遅 延 や 経済 活動 全般 に 支障 が で る 等 の 膚 が あり ます 。 


告 書 の a 査 基 3 

2008 年 に 行わ れ た FATF 第 3 次 対日 相互 審査 の 際 は 、FATF 勧 告 に 沿っ た 法令 整備 状況 (TC; Technical Compliance) 
の 審査 で し た が 、 今 回 の 相互 審査 で は 、TC に 加え 、 法 令 の 執行 状況 や その 有効 性 に 係る 審査 (IO :Immediate 
Outcome) も 行わ れ て いま す 。1IO は 11 項 目 あ り 、IO.3 で は 金融 庁 を は じ め と し た 当局 の マネ ロン 等 対策 に 係る 監督 の 有 
効 性 が 、IO.4 で は 金融 機関 等 に に る マネ ロン 等 対策 の 有効 性 が 検証 され て いま す 。 各 IO の 審査 結果 に 対し 、 そ れ ぞ れ 
勧告 事項 (recommended actions) と 4 段階 の 審査 結果 が 付 さ れ ま す 。 これ ら IO と TC の 審査 結果 を 総合 し て 、 そ の 国 の マ 
ネロ ン 等 対策 に 係る 全体 的 な 評価 が 決ま り ま す 。 





第 4 次 対日 相互 審査 の 結果 概要 (図表 1) 
第 4 次 対日 相互 審査 の 結 第 4 次 対日 相互 審査 報告 書 の 結果 (有効 性 審査 結果 ) 


果 は (図表 1) の 通り で す 。 前 


回 の 相互 以降 の 取組 み 昌 昌 証 ピ ビー 8 ココ 0 


を 踏ま え 、 日 本 の マネ ロン 等 











対策 の 成果 が 上 が っ て いる と 1 | マネ ロン / テ ロ 資 金 リス ク の 評価 S 7 | マネ ロン 罪 の 捜査 ・ 訴 追 ・ 制 裁 M 

A a RS 2 | 国際 協力 s 8 | マネ ロン 収益 の 没収 M 
PN 一 中 I ロ 

た め 、 金 融 機関 等 に 対す る SO a 


検査 ・ 監 督 や 法人 等 の 悪用 








防止 、 捜 査 ・ 訴 追 な ど に 優先 



































。 | 金融 機関 等 に に る マネ ロン / テ ロ 資 金 対 M テロ リス ト の 資産 凍結 、NPO の 悪用 防 
的 に 取り 組む べき と され て い 四 | " 
ます 。 日 本 は 、 総 合 的 に は PE 
R 量 兵器 拡散 に の 1 
「 重 点 フ ォ ロ ー ア ッ プ 国 」 と の 5 | 法人 等 の 悪用 防止 M 11 凍結 M 
評価 に な り 、 今 後 5 年 間 で 3 
回 程度 FATF に 改善 状況 を 報 _- 5 ( 注 ) 対 策 の 実施 面 で 有効 性 が 高い と 認め られ る 順番 に 、 
計 で も 6 | 疑わ し い 取引 に 関す る 情報 等 の 活用 S H(High)、S(Substantia)、M(Moderate)、L(Low) と 評価 。 
告 する こと と な り ま す 。 





※1 本 年 8 月 30 日 公表 、「FATF( 金 融 活動 作業 部 会 ) に よる 第 4 次 対日 相互 審査 報告 書 の 公表 に つい て 」 は 、 
https://www_fsa.go.jp/inter/etc/20210830/20210830.html を ご 参照 くだ さい 。 0 





金融 機関 等 に に る マネ ロン 等 対策 の 有効 性 評価 (IO.4) 





D 
@ 


@ 
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IO.4 で は 、 金 融 機 関 と 指定 非 金融 業者 及び 職業 専門 家 (Designated Non-Financial Businesses and Professionals : 
NFBPs) の マネ ロン 等 対策 の 有効 性 に つい て 審査 され て いま す 。 審査 団 か ら は 主 に 、 
ーー 定数 の 金融 機関 (大 規模 銀行 及び 一 定数 の 資金 移動 業者 ) は 、 マ ネロ ン 等 リス ク に つい て 適切 な 理解 を 有 し て い 
る が 、 そ の 他 の 金融 機関 は 、 自ら の マネ ロン 等 リス ク の 理解 が まだ 限定 的 
マネ ロン 等 に 係る 義務 の 理解 ・ 履 行 に つい て は 、 義務 に つい て より 良い 認識 を 有 し て いる も の の 、 義 務 の 履行 に つ 
いて は 金融 機関 に よっ て ば ら つ き が ある 
金融 機関 の リス ク 低 減 措 置 の 適用 に つい て は 、 一 定数 の 金融 機関 は 、 自 身 の リ スク 評価 や 、 認 識 さ れ た リス ク に 応 
じ た 低 減 措置 を 適用 し 始め て いる も の の 、 そ の 他 の 金融 機関 は 画 一 的 な 低減 措置 を 適用 し て いる 
金融 機関 の 顧客 管理 措置 (CDD) の 適用 に つい て は 、 一 般 に 、 継続 的 顧客 管理 や 実質 的 支配 者 の 確認 ・ 検 証 等 の 
最近 導入 ・ 変 更 さ れ た 義務 の 概念 に つい て の 理解 が 限定 的 で ある こと や 、 新 た な 義務 の 履行 期限 を 設定 し て いな い 
た め に 、 こ れ ら の 義務 を 充分 に 履行 し て いな い 
昔 号 資産 交換 業者 に つい て は 、 自ら の マネ ロン 等 リス ク の 理解 が 限定 的 で 、 マ ネロ ン 等 に 係る 義務 の 履行 に つい て 
まだ 初期 段階 で ある 
金融 機関 及び 暗号 資産 交換 業者 に 共通 し て 、 疑わ し い 取 引 の 届出 に つい て は 、 基本 的 な 犯罪 類型 や 疑わ し い 取 引 
の 参考 事例 に 基づい て いる 、 
取引 モニ タリ ング シス テム は 既に 導入 され て いる 場合 で も 大 幅 な 強化 が 必要 
の 評価 が な され 、1IO.4 は 4 段階 中 3 段階 目 (Moderate level) の 評価 と な り ま し た 。 (個々 の 勧告 事項 は 図表 2 参照 ) 


(図表 2) 


10.4 勧告 事項 (Recommended Actions) 
















金融 機関 等 に 対す る 勧告 事項 

引続き 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク に 基づく 金融 機関 の コン プラ イア ンス 文化 の 変化 を 促す た め の 適 切 

な 啓発 、 及 び 、 研 修 を 実施 し 、 監督 当 局 も 関与 (つつ 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク 及 び AML/CFT に 係 

る 義務 の より 良い 理解 の た め に 支援 すべ き で ある 。 

の こ 対 し て 、 自ら の 業務 、 商 品 、 サ ービス 、 及び 顧客 に 応じ た 適切 な リス ク 評 価 の 策定 を 来 
ペ る 。 

3 メガ バン ク 向 け の ベン チマ ー ク の 基準 に 平伏 が 取れ る よう 、 金融 庁 AML/CFT ガ イド ライ ン を 高度 化す る 





1》 


C) 
較 よう 更新 すべ き で ある 。 適切 な 取引 モニ タリ ング シス テム の 必要 性 を 強調 し 、 適 切な 継続 的 顧客 管理 と の 


関連 性 を 明確 に すべ き で ある 。 
d) 全て の 金融 機関 が 新た な 法律 上 ・ 規 制 上 ・ 監 督 上 の 義務 を 履行 する た め の 、 規 範 的 (prescriptive) か つ 
適切 な スケ ジュ ー ル を 設定 すべ き で ある 。 
金融 機関 に お いて 、 取 引 記録 を 考慮 に 入れ た 包括 的 、 か つ 、 変 化す る 顧客 の リス ク 特 性 に 基づく 、 顧 客 情 
報 の 検証 方 法 の 改善 、 及 び 、 継 続 的 顧客 管理 措置 の 完全 な 履行 が な され る よう に すべ き で ある 。 
金融 機関 の 複雑 な 構造 を 踏ま えつ つ 、 金融 機関 が 、CDD デー タ と 取引 モニ タリ ング を 統合 し た 、 適 切 か つ 
包括 的 な 、 情報 シス テム を 導入 する こと を 確実 に 履行 すべ き で ある 。 その 取引 モニ タリ ング は 、 金 融 機関 の 
業務 内 容 、 特 定 さ れ た リス ク 、 並び に 、 顧 客 の 取引 パタ ー ン 、 及び 、 リ スク 特性 に 適合 し た も の で あり 、 ま た 、 
適切 な 検知 シナ リオ に 基づく 取引 モニ タリ ング ・ パ ラメ ー タ を 有する も の で ある べき で ある 。 
暗 合資 産 交 換 業者 に 対す る 勧告 事項 
0 EAA 適時 に 履行 する よう に すべ 





1 へ リリ ル 」 の 解決 策 が 開発 され た 際 に は 、 暗 号 資産 交換 業者 と カス トディ アル ・ ウ ォ レ ッ ト ・ サ ービス 
提供 業者 が 、 電 信 送 金 に 係る 義務 の 対象 と な る よう に - すべ き で ある 

引続き 、 暗 号 資産 交換 業者 の マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク に 対す る 理解 を 改善 させ る と 共に 、 暗号 資産 
に 関連 する 全て の 新しい 技術 開発 (新た な ビジ ネス モデ ル 、 取 扱 候補 の 暗号 資産 及び その 他 の 暗号 資産 


了 g に 係る イノ ベー ショ ン 等 ) が 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク を 勘案 し て 分 析 さ れる よう に すべ き で ある 。 


に 欠か せな い 指 導 や サポ ー ト を 提供 する 。 こ の 際 、 各 事業 者 の リス ク 評 価 及び 当該 評価 に 基づく 全て の 


暗号 資産 交換 業者 の コン プラ イア ンス 文化 を 継続 的 に 強化 する た め 、AML/CFT に 係る 義務 の 理解 と 実施 


AML/CFT に 係る 義務 の 履行 に 重点 が 置か れる べき で ある 。 


誕 号 資産 交換 業者 の 特性 に 合わ せ た 、 よ り 踏 み 込ん だ シナ リオ 設定 に 資す る た め に 、 疑 わし い 取引 の 届 


出 へ 参考 と な る 情報 の 提供 を 精 弧 化 、 そ し て 調整 すべ き で ある 。 
10 





IO. 3 で は 、 金融 機関 や DNFBPs を 監督 する 当局 の 監督 の 有効 性 が 審査 の 対象 と な っ て いま す 。 審査 団 か ら は 、 

e 人 金融 機関 に 対す る リス クベ ー ス で の マネ ロン 和 監督 は 、 前 向き に 進ん で お り 、 初期 段階 で は ある も の の 、 継 続 中 で 

徐々 に 改善 し て いる 。 

金融 庁 は 関連 する 制度 ・ 体 制 を 整備 し 、 十 分 に リス ク を 把握 し て 、 積極 的 な 監督 手法 を 実施 し て いる が 、 監督 の 効 

果 は 日 本 の 金融 機関 の 変化 に 対す る 対応 の 遅 さ を 踏ま える と 、 金融 庁 と 直接 対話 の 機会 が ある 金融 機関 に 限定 さ 

れ て お り 、 改 善 の 余地 が 大 きい 

監督 当局 は 、 金融 機関 の コン プラ イア ンス を 促進 する た め の 措 置 を と る た め に 、 様 々 な 種類 の 行政 処分 の 使用 、 効 

果 、 抑 止 力 を 再考 すべ き 

@ 金融 庁 は 、 暗 号 資産 交換 業者 の マネ ロン 等 の 問題 に 対し 、 抑 止 的 な 行政 処分 を 含む 迅速 か つ 適切 な 対処 を し て お 
り 、 こ れ ら 活動 を 他 の 金融 機関 へ いも リス クベ ー ス で 拡張 し て いる 段階 

と の 評価 を 受け 、 日 本 に お ける 銀行 分 野 の 重み や 暗号 資産 交換 業者 分 野 の 重要 性 等 を 考慮 し 、I0.3 は 4 段階 中 3 段階 

目 (Moderate level) の 評価 が な され まし た 。 (個々 の 勧告 事項 は 図表 3 参照 ) 


(図表 3) 
金融 機関 等 に 対す る 監督 UO.3】 に 係る 主 な 勧告 事項 (Recommended actions) 一 覧 


IO 3 勧告 事項 ーーー トー Actons) 
a 3 ミッ i dj 
AML/CFT に 作る 監督 の 適切 な 専 担 人 員 の 配置 を 見 直 し 、 監督 の 強化 を 検討 すべ き で ある 。 
9 穫 金融 監督 当局 に お いて 、 全て の 所 管 金融 機関 に 対す る 適切 な リス ク 分 析 手 法 の 策定 ・ 実 施 に より 、 リス タベース の 監督 機 
能 を 強化 すべ き ぎ で ある 。 
" 馬 拡散 金 NE 済 制 越 を モデ ル と し 、 NPA Securty Bureau( 贅 察 庁 警備 局 ) 及び JAFIC hE 











知識 を 活用 し て 、 金融 機関 に 対し て 、 TF に 係る 予防 的 措置 に つい て 、 リス クベ ペー ス の アウ トリ ー チ を 実施 すべ き で ある 。 ま 
Te 人 と 財務 人 に お いて より 多く 合同 検査 を 実施 すべ き で ある 。 

d) NM に よる AML/CFT に 係る 監督 活動 の 拡大 ・ 改 善 を 図り 、 対象 範囲 を 拡大 * 深 化 

と 

e) 特に 財務 省 の 所 管 で ある 経済 制 寺 に 係る 監督 に つい て 、 金融 庁 と 他 金 融 監督 当局 の 間 の 連携 を 強化 すべ き で ある 。 金 
機関 が 実施 すべ き リ スク 低減 措置 に 対す る 明確 お 臣 督 上 の 期待 を し た 、 金融 庁 AML/CFT ガイ ドラ イ ン を 導 守 する た め の 
の 指針 と 好 事 例 集 を 公表 する こと に よっ て 、 金融 機関 の AML/CFT に 係る 義務 及び マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス クタ の 理解 を 
促進 すべ き で ある 。 

? 求め ゆら れ て いる AML/CFT 枠組 み へ の 遵守 及び 判明 し た ギャ ッ プ へ の 解消 策 の 実行 の た め 、 金 0 ー 全 体 に 対し て 、 
B 朋 確か つ 規 範 的 な 対応 完了 期限 を 示し 、 より リス ク の 高い 金 融 機 関 に は その 対応 を 加速 させ る べき で あ 

AML/CFT に 係る 義務 を 遵守 し て いな い 人 金融 機関 に 対し て 、 効果 的 が かつ 比 倒 的 な 行政 処 2 95 適用 可能 

行政 処分 の 適切 性 を 見 直す べき で ある 。 また 、 これ ら の 行政 処分 が 実 隊 に 課さ れる よう に すべ き で ある 

nw | 全て の 監督 当局 に お いて AML/CFT 及び 関連 する マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク に 関す る 研修 を 強化 すべ き で ある 。 

国 と 地方 の 監督 すなわち 財務 局 と の 連携 を 強化 する べき で ある 。 

暗 合 資産 交換 業者 の 監督 に 対す る 勧告 事項 


a) a 全 登 録 業 者 の マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク を 可視 化す る 暗号 資産 交換 業者 の リ 

スク 評価 を 行う べき で ある 。 これ に は 、 業者 が 提供 する 暗号 資産 の 種類 、 コー ルド スト レー ジ (オフ ライ ン ) で は な く ホ ッ ト ウ ォ 

レッ ト (オン ライ ン ) で の 顧客 暗号 資産 保管 状況 、 そし て 暗号 資産 交換 業者 が 暗号 資産 取引 を 追跡 する た め に ブロ ッ ク 

暗号 資産 交換 業者 に 対し 、 マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス クタ リス ク 評 価 手法 、 AML/CFT に 係る 義務 及び それ ら の 実施 に つ 
いて の 監督 上 の 期待 に つい て 、 包括 的 が か つ 実 践 的 な 指導 を 行う べき で ある 


ーーー 分 析 ツ ー ル を 使用 し て いる か が 含ま れ う る 。 
d) 暗号 資産 交換 薬 者 の 監督 に 係る 適切 な 人 材 配置 (数 ・ 専 門 性 ) を 維持 し 、 市 場 の 成長 及び 新規 登録 業者 数 に 応じ て 強化 


















暗号 資産 交換 業者 の リス ク 分 類 に 基づい た AML/CFT 監督 ブロ グラ ム を 策定 する こと (能動 的 か つ 定 期 的 な 検査 、 リ スク に 
最も 晒さ れ て いる リス ク 管 理 体制 の 特定 及び これ ら に 係る 定期 89 な 見 直し を 含む ) 。 
すべ き で ある 


[WW 


今後 の 政府 ・ 金 融 庁 の 対応 

日 本 は 、 本 年 6 月 に 閣議 決定 され た 「 経 済 財政 運営 と 改革 の 基本 方 針 2021」( 以 下 、 骨 太 の 方 針 ) 2 に お いて も 、 マネ 
ロン 等 対策 の 強化 を 表明 し て いま す が 、 報 告 書 の 公表 を 契機 に 、 政 府 一 体 と な っ て マネ ロン 等 対策 の 強化 に 取り 組む 
た め 、「 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 拡 散 金融 対策 に 関す る 行動 計画 」( 以 下 、 行 動 計画 ) を 公表 し まし た 。 

金融 庁 と し て は 、 こ れ ま で 、 マ ネロ ン ・ ガ イド ライ ン の 策定 ・ 改 正 や FAQ の 公表 に より 、 求 め ら れる マネ ロン 等 対策 の 明 
確 化 を 行う と と も に 、 所 管 金 融 機関 等 に 対し 、2024 年 3 月 まで に 、 同 ガイ ドラ イン で 対応 を 求め て いる 事項 に つい て 態勢 
整備 を 要請 し て いま す 。 骨太 の 方 針 に ある 通り 、 検 査 ・ 監 督 体制 の 強化 や 共同 シス テム の 実用 化 の 検討 ・ 実 施 な ど 、 マ 
ネロ ン 等 対策 の 強化 に 取り 組む と と も に 、 引 き 続 き 、 行 動 計画 も 踏ま え 、FATF の 指摘 事項 へ の 対応 に 関係 省庁 と 連携 
し て 早期 に 取り 組ん で いき ます 。 

また 、 マ ネロ ン 等 対策 の 実施 は 、 金 融 機関 の 利用 者 の 方 々 の ご 理解 と ご 協力 が 不可 欠 で す 。 金融 庁 で は 、 国 民 の 皆 
様 に 、 マ ネロ ン 等 対策 に 係る 確認 手続 き 等 に つい て 広く ご 理解 ・ ご 協力 を 求め る 広報 活動 を 行い な が ら 、 関 係 省 庁 や 業 
界 団 体 と 連携 し て 、 マ ネロ ン 等 対策 の 高度 化 に 努め て まい り ま す 。 





(図表 4) 
「 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 拡 散 金融 対策 に 関す る 行動 計画 」( 抄 )(2021 年 8 月 30 日 公表 ) 





= 金融 機関 及び 暗号 資産 交換 業者 に よる マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 拡 散 金 融 対 策 及 び 監 | 対応 する FATF 勧 告 (等 者 注 ) 


(1) マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 拡 マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 拡 艇 金融 対策 に 関す る 監督 IO3: 
前 金融 対策 の 監督 強化 当局 間 の 連携 の 強化 、 適切 な 監督 態勢 の 整備 の ほ y 金融 機関 向け 勧告 :a, bc 


か 、 リ スク ベー ス で の 検査 監督 等 を 強化 する 。 d ei 
ソ 晴 合 資産 交換 業者 向け 勧 
洗 :a bd 
(2) 金融 機関 等 の リス ク 理 解 向 マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に 関す る 監督 ガイ ドラ イ IO3: 
上 と リス ク 評 価 の 実施 ン を 更新 ・ 策 定 す る と と も に 、 マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供 ソ 金融 機関 向け 勧告 : c es h 


与 ・ 拡 散 金 融 対策 に 係る 義務 の 周知 徹底 を 図る こと 晴 合 資産 交換 業者 向け 勧 
で 、 金融 機関 等 の リス ク 理 解 を 向上 させ 、 適切 な リス 告 :abc 
ク 評 価 を 実施 させ る 。 IO4 
y 金融 機関 向け 勧告 : a, b c 
ソ 暗 合資 産 交換 業者 向け 勧 


告 :cde 


(③ 金融 機関 等 に よる 継続 的 顧 取引 モニ タリ ング の 強化 を 図る と と も に 、 期限 を 設定 IO3: 
客 管 理 の 完全 実施 し て 、 継続 的 顧客 管理 な どり スク ベー ス で の マネ ロ マゾ 金融 機関 向け 勧告 :? g 
ン ・ テ ロ 資 金 供 与 ・ 拡 散 金 融 対 策 の 強化 を 図る 。 IO4: 
" 人 金融 機関 向け 勧告 :d ef 
(4) 取引 モニ タリ ング の 共同 シ 取引 時 確認 、 顧 客 管理 の 強化 お よび 平準 化 の 観点 
ステ ム の 実用 化 か ら 、 取引 スク リー ニン グ 、 取引 モニ タリ ング の 共同 4 
シス テム の 実用 化 を 図る と と も に 、 政府 広報 も 活用 し " 金融 機関 向け 勧告 :a.f 
て 国民 の 理解 を 促進 する 。 


注 : 右 欄 は 筆者 追記 。 各行 動 計 画 に 対応 する 、 第 4 次 対日 相互 審査 報告 書 の 勧告 事項 番号 を 記載 し て いる 。 


※2「 金 融 業 界 の 検査 ・ 監 督 体制 等 の 強化 や 共同 シス テム の 実用 化 の 検討 実施 を 含め 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 ・ 
拡散 金融 対策 の 強化 に 取り 組む 。 」( 痢 議決 定 、 第 2 章 5. (10)29 真 ) 
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金融 庁 で は 、 本 年 3 月 、「 ソ ー シ ャ ル ボ ンド 検討 会 議 」 を 設置 し 、 同 検討 会 議 に お ける 議論 を 踏ま え 、 ソ ー シ ャ ル ボ ンド 
ガイ ドラ イン ( 案 ) ※( 以 下 、「 ガ イド ライ ン 案 」 と いう 。 ) を 取り まとめ まし た 。 本 稿 で は ガイ ドラ イン 案 の 主 な 内 容 等 を ご 紹 
介し ます 。 な お 、 ガ イド ライ ン 案 は パブ リッ クコ メン ト の 結果 を 踏ま え 、 今 後 、 修 正 等 が 生じ る 可能 性 が あり ます 。 


1. ガイ ドラ イン 案 の 策 定 の 背景 

2015 年 9 月 、 国 連 持続 可能 な 開発 サミ ッ ト に お いて 、「 持 続 的 な 開発 目標 (Sustainable Development Goals)」( 以 下 
「SDGs」 と いう 。 ) を 掲げ る 「 持 続 可 能 な 開発 の た め の 2030 ア ジェ ンダ 」 が 採択 され まし た 。 我が国 で は 、2016 年 12 月 、 
SDGs 実 施 指針 を 策定 し 、 日 本 の 文脈 に 即 し て 再 構成 し た 8 分 野 の 優先 課題 を 掲げ 、 具 体 的 施策 等 は SDGs ア クシ ョ ン 
プラ ン に 従っ て 行わ れ て いま す 。 

こう し た 中 、 昨 年 来 の 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 拡大 は 人 々 の 命 、 生 活 、 尊厳 に 対す る 脅威 と な り 、SDGs の 達成 に 
向け た 取組 の 遅れ も 深刻 に 懸念 され て いま す 。 ソー シャ ル ボ ンド は 、 社 会 的 課題 の 解決 に 貢献 し 、 ボ ポジティブ な 社会 的 
な 効果 を も た ら す ソー シャ ルプ ロジ ェクト に の み 資 金 が 充当 され る 債券 で あり 、 債 券 市 場 を 活用 し 、 社会 的 課題 の 解決 
及び SDGs 達 成 へ の 取組 を 推進 し て いく 観点 か ら 、 ソ ー シ ャ ル ボ ンド の 発行 を 更に 促進 し て いく こと が 有用 と 考え られ て 
いま す 。 





2. ソー シャ ル ボ ンド 市 場 の 状況 

ソー シャ ル ボ ンド は 、2017 年 に 国際 資本 市 場 協会 ((CMA) に お いて ソー シャ ル ボ ンド 原則 が 策定 され 、 昨年 は 、 新 型 コ 
ロナ ウイ ルス 感染 症 対 策 支 援 を 目的 と する 、 い わ ゆ る コロ ナ 債 と 呼ば れる ソー シャ ル ボ ンド の 発行 が 世界 的 に 進む 等 、 
その 発行 が 急 拡大 し て いま す ( 図 表 1) 。 

国内 で も その 発行 は 大 きく 拡大 し て いま す が 、 発 行 体 別 の 発行 額 を 見 る と 、 公 的 セク ター に よる 発行 が 多く を 占め 、 一 
般 の 民間 企業 に よる 発行 は 始ま っ た ば か り と いう 状況 に あり ます 。 

昨年 末 、 経 済 界 等 か ら は 、 金 融 庁 主導 の 下 、 ソ ー シ ャ ル ボ ンド に 関す る 実務 的 な 指針 (ガイ ドラ イン ) の 早期 策定 を 求 
め る 要望 が あり まし た 。 こう し た 経緯 も 踏ま そつ つ 、ICMA の ソー シャ ル ボ ンド 原則 (2021 年 6 月 版 ) と の 整合 性 に 配慮 し 
つつ 、 わ が 国 の 状況 に 即 し た 具体 的 な 対応 の 例 や 解釈 を 示す こと で 、 ソ ー シ ャ ル ボ ンド の 社会 的 な 効果 に 関す る 信頼 
性 の 確保 、 発 行 体 の コス ト ・ 事 務 負 担 の 軽減 と の 両立 に つなげ 、 わ が 国 に お ける 民間 企業 の ソー シャ ル ボ ンド の 普及 を 
図る こと を 目的 に ガイ ドラ イン 案 が 策定 され まし た 。 

(図表 1) ソ ー シ ャ ル ボ ンド 市 場 の 状況 

国内 に お ける ソー シャ ル ボ ンド 発行 体 別 発行 額 





国内 に お ける ソー シャ ル ボ ンド 等 の 発行 の 推移 





(グリ ー ン ボン ド と の 比較 ) 





















(発行 額 : 億 円 ) (発行 数 : 件 ) グリ ー ン ボン ド ソー シャ ル ボ ンド 
(合計 発行 額 : 1 兆 7, 405 億 円 ) ( 含 計 発行 額 : 2 兆 36 億 円 
20,000 ェ ー サス テ ナ ビ リティ (発行 額 ) 非 居住 者 値 社債 ーー 



































主 な 発行 体 : 主 な 発行 体 : 

0 電力 会 社 、 リ ー ス 、 で 社 値 ) 幸 融 構 関 、 航 空 、 
(財投 機関 人 等 ) 鉄道 建設 ・ 運 輸 施設 束 B 首 輸 
備 二 拉 機 析 住宅 例 欄 機構 デ 人 M 失 半 人 高速 道路 、 日 本 学生 支援 
(地方 債 ) 東京 都 大 人 信 フラ ンス 金融 機関 


GF 居住 者 値 ) フラ ンス 電力 


(出所 ) 日 本 証券 業 協会 作成 (金融 庁 で 一 部 編集 ) 
( 注 1) 201B 年 1 月 一 2021 年 3 月 の 国内 で の 公募 に よる 起 値 の 果 計 
( 生 2) rh 財投 関 仁 と し て 財務 人 省 が 公表 し て いる 債券 及び 


(出所 ) 日 本 証券 業 協会 作成 (2016 年 1 月 一 Z021 年 月 の 国内 で ソー シャ ル ボ ンド の グラ ラフ に つい て . EEE て 、 
( 注 ) 折れ 線 ダ ラフ の 数 字 は 発行 散 を 示し て いる 。 [財投 稿 関 値 」| に 該当 し な い 場 合 (年 ) で も 財投 入 関 休 等 」 に 分 類 





























※ 本 年 7 月 7 日 公表 、「『 ソ ー シ ャ ル ボ ンド ガイ ドラ イン ( 案 )』 の 公表 に つい て 」 は 、 
https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210707-1.html を ご 参照 くだ さい 。 ] 3 





3. ソー シャ ル ボ ンド に 期待 され る 事項 と 具体 的 な 方 法 
ガイ ドラ イン 案 第 3 章 で は 、ICMA ソ ー シ ャ ル ボ ンド 原則 と 同様 、 ソ ー シ ャ ル ボ ンド に 期待 され る 事項 等 が 「4 つ の 核 と な 
る 要素 」 と 「2 つ の 重要 な 推奨 項目 」 に 分 け て 規定 され て いま す (図表 2) 。 


(図表 2) ソ ー シ ャ ル ボ ンド に 期待 され る 事項 等 


ソー シャ ル ボ ンド に 期待 され る 事項 等 


1 . 調達 資金 の 使途 2. プロ ジェ クト の 評 3. 調達 資金 の 管理 4. レポ ー テ ィング 
価 ・ 選 定 の プロ セス 








し ルル ル ジ 柱 ・ 調達 資金 は ソー シャ ルプ ロ  ・ 実現 を 目指 す 社会 的 目標 、 ・ 適切 な 方 法 で 資金 の 追跡 ・ プロ ジェ クト の 概要 、 充 当 


午 / 光 年: 王 正 。。) ジェ クト の み に 充 当 す べき プロ ジェ クト の 評価 と 選 管理 を 行う べき し た 資金 の 額 、 社 会 的 な 効 
定 の プロ セス を 説明 すべ 果 等 を 開示 すべ き 
72 き : セト 
々 を 付属 書 に 例示 = 。 ば 定量 的 な 指標 で 示す こと 
人 入 々 を 付属 書 に 例示 が 包ま 目 示 








1. ソー シャ ル ボ ンド 発行 の た め の フ レー ム ワ ー ク 
上 記 の 4 つの 「 核 と な る 要素 」 へ の 適合 を 「 ソ ツー シャ ル ボ ンド フレ ー ム ワー ク 」 を 作成 し 、 説 明 す べき 


2 つの 重要 
な 推奨 項目 





2. 外部 機関 に よる レビ ュー 
上 記 の 4 つの 「 核 と な る 要素 」 へ の 対応 等 、 外 部 機関 に よる レビ ュー を 活用 する こと が 望ま し い 








(図表 3) ソ ー シ ャ ルプ ロジ ェクト の 「 事 業 区 分 」「 対 象 と な る 人 々 」 の 例 























ソー シャ ルプ ロジ ェクト の 「 事 業 区 分 」、 各 「 事 業 区 分 」 に 対応 する 事業 の 細目 、「 対 象 と な る 人 々 」 に つい て 、ICMA ソ ー シ ャ ル ボ ンド 原則 に 示さ れる 例 と 、 本 ガイ 
ドラ イン の 追加 的 な 例 (※) を 示し た も の で ある 。 あ くま で 例示 で あり 、 こ れ ら に 限定 され る も の で は な い 。 


























































































































ICMA ソ ー シ ャ ル ボ ンド 原則 の ICMA ソ ー シ ャ ル ボ ンド 原則 の 本 ガイ ドラ イン の [事業 区 分 」 の ICMA ソ ツー シャ ル ボ ンド 原則 の 本 ガイ ドラ イン の [対象 と な る 
「 事 業 区 分 」 の 例示 「 事 業 区 分 」 の 細目 の 例示 EE 「 対 象 と な る 人 々 」 の 例示 人 々 」 の 追加 的 な 例示 
1 . 手ごろ な 価格 の 基本 的 イン フラ 設備 ・ ク リー ン な 飲料 水 ・ 防 災 ・ 1 . 招 困 ライ ン 以 下 で 暮らし て いる (※ 左 記 「10. 自 然 災 害 の 堆 災 者 
・ 下 水道 ・ 老 朽 化 対策 人 々 を 含む その 他 の 弱者 グル ー プ 」 
・ 衛 生 設備 ・ 災 害 復興 2. 排除 され 、 あ る い は 社会 か ら 取 の 例示 ) 
・ 輸 送 機関 ・ICT イ ン フ ラ り 残さ れ て いる 人 々 、 あ る い は ・ 地 理 的 ・ 社 会 経済 的 に 困難 な 
・ エ ネル ギー コミ ュ ニ ティ 状況 に 置か れ て いる 地域 の 企 
2 . 必 要 不可 欠 な サー ビス へ の アク セス ・ 健 康 ・ 子 育て 支援 3. 障がい 者 業 ・ 住 民 
・ 教 育 及び 職業 訓練 ・ 介 護 支援 4. 移民 ・ 難 ・ 感 染 症 の 拡大 等 を 受け 、 事 業 
・ 健 康 管理 ・ 高 齢 者 福祉 5. 十分 な 教育 を 受け て いな い 人 々 | に 影響 を 受け た 中 小 企業 等 
・ 資 金 調達 と 金融 サー ビス ・ 高 齢 者 の 必要 不可 欠 な サー ビス | | 6. 十分 な 行政 サー ビス を 受け られ | ・ 仕 事 と 子育て / 介 護 等 を 両立 す 
へ の アク セス 支援 な い 人 々 る 人 々 
・ICT 7. 失業 者 
3 手ごろ な 価格 の 住宅 ” ~“ (例示 な し り ) 8. 女性 及び 又は 性 的 及び ジェ ン 
4 . (中 小 企業 向け 資金 供給 と マイ クロ (例示 な し ) ・ 感染 症 拡大 に よる 社会 経済 危機 ター マイ フリ ティ 
ファ イナ ンス に よる 洪 在 的 効果 等 を 通 へ の 対応 Se 
。 2 0 EE 10. 自然 災害 の 堆 災 者 を 含む その 他 
じ た ) 雇用 創出 (社会 経済 的 な 危機 に ・ 地 方 創 生 ・ 地 域 活性 化 pa 
a 業 の 防止 又は 軽減 する た め 











に 設計 され た プロ グラ ム を 含む ) 


設計 ご れ に ノロ フフ ム る を 0 |( 対 象 と な 定義 は 地 后 司書 2「 ソ ー ミ ジェ 
5 食糧 の 安全 保障 と 持続 可能 な 食糧 シ |・ 食 糧 必 要 要 件 を 満た す 、 安 全 で 県 ・ 先 端 技術 を 活用 し た 食糧 シス テ 1 角 と な る 人 々 の 定義 は 地域 の 文 【 付 必 書 ソー シャ ルズ ロン 


脈 に よっ て 異な り 得る 。 ま た 、 あ る クト (具体 的 な 資金 使途 ) の 





























2 の 場合 に は 、 一 般 の 大 衆 を 想定 する こ 例 」 で 例示 し て いる 対象 と な る 
( 委 力 あ る 里村 軸 と に より 、 対 象 と な る 人 々 も 支援 を 人 々 の うち か ら 一 般 的 な も の を 
・ 諾 業 慎 











受け る こと が で きる よう に な る こと 掲載) 


フー ドロ ス と 廃棄 物 の 削減 が ある ) 


・ 小 規模 生産 者 の 生産 性 向上 

















6 . 社 会 経済 的 向上 と エン パワ ー メ ント  ・ 資 産 、 サ ービス 、 リ ソー ス 及 び 機 (※ 左 記 の 細目 を 更に ゴブ ゴ レー クダ ウ 
会 へ の 公平 な アク セス と コン ト ン し た 例示 ) 











ロー ル ・ ダ イ バ ー シ ティ 推進 
・ 所 得 格差 の 縮小 を 含む 、 市 場 と 社 ・ 女 性 活躍 推進 
会 へ の 公平 な 参加 と 統合 ・ 働 き 方 改革 
Nc hr m= 人 
ザイ ン 推 進 
・ 介 護 予防 





※SDGs ア クシ ョ ン ブ ラ ン 等 を 踏ま え 、 社 会 的 課題 と し て 起 定 さ れる も の に 対し 、 国 内 外 の 民間 企業 等 に よる ソー シャ ル ボ ンド の 発行 事例 等 を 勘案 し て 追加 的 な 例示 を 行っ て いる 。 具体 的 な 資金 合 達 の 例 
は 付属 書 2 で 示し て いる 。 
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A. 4 つの 核 と な る 要素 
(1) 調 達 資金 の 使途 

ソー シャ ル ボ ンド に よる 調達 資金 は 、 ソ ー シ ャ ルプ ロジ ェクト に 充当 され る べき と し た 上 、 ソ ー シ ャ ルプ ロジ ェクト は 、 
特定 の 社会 的 課題 の 解決 へ の 貢献 を 目指 す プ ロジ ェクト で あっ て 、 か つ 、 当該 プ ロジ ェクト に より 、 対象 と な る 特定 の 
人 々 に 対し て ポジ ティ ブ な 社会 的 な 効果 を も た ら す こと を 目的 と する も の と 規定 され て いま す 。 

ソー シャ ルプ ロジ ェクト の 具体 的 な 事業 区 分 及び 対象 と な る 人 々 の 例 は 付属 書 1( 図 表 3) に 、 具 体 的 な 資金 使途 の 
例 は 付属 書 2 で 示さ れ て いま す 。 これ ら は 、ICMA ソ ー シ ャ ル ボ ンド 原則 に 示さ れる 例 に 加え 、 わ が 国 の 社会 的 課題 と 
し て 想定 され る も の に 対し 、 国 内 外 の 民間 企業 等 に に る ソー シャ ル ボ ンド の 発行 事例 等 を 勘案 し 、 そ の 例示 が 行わ れ 
iD まあ 


(2) プ ロジ ェクト の 評価 及び 選定 の プロ セス 

発行 体 は 、 ソ ー シ ャ ル ボ ンド を 通じ て 実現 し よう と する 「 社 会 的 な 目標 」、 ソ ー シ ャ ルプ ロジ ェクト が 社会 的 な 目標 に 合 
致す る と 判断 する 際 の 「 プ ロ セ ス 」 を 、 事 前 に 投資 家 に 説明 すべ き 、 ま た 、 ソ ー シ ャ ルプ ロジ ェクト を 評価 ・ 選 定 す る た め 
の 「 規 準 」 を 事前 に 投資 家 に 説明 する こと が 望ま し い 等 と 規定 され て いま す 。 また 、 こ れ ら 「 社 会 的 な 目標 」、「 規 準 」、 
「 プ ロ セ ス 」 の 具体 的 な 内 容 が 例示 等 され て いま す 。 


(3) 調達 資金 の 管理 
発行 体 は 、 ソ ー シ ャ ル ボ ンド の 調達 資金 の 充当 を 適切 な 方 法 に より 追跡 管理 を 行う べき と し 、 そ の 方 法 は 投資 家 に 
説明 すべ き と 規 定 さ れ て いま す 。 ま た 、 追 跡 管理 の 具体 的 な 方 法 が 例示 等 され て いま す 。 


(4) レポ ー テ ィング 

発行 体 は 、 少 な く と も 1 年 に 1 回 、 資 金 の 使用 状況 や ソー シャ ルプ ロジ ェクト が も た ら す 社会 的 な 効果 を 開示 すべ き と 
規定 され て いま す 。 社会 的 な 効果 の 開示 は 、 可能 な 場合 、 定 量 的 な 指標 を 用 いて 示さ れる こと が 望ま し いと 規定 され 
て いま す 。 また 、 プ ロジ ェクト の 最終 的 な 社会 的 な 効果 (目標 ) を イン パク ト と し た 上 、 イ ン パ クト に 至る 過程 を 、 ア ウト 
プッ ト 、 ア ウト カム 、 イン パク ト と いう 形 で 段階 的 に 指標 を 使っ て 示す 方 法 も 例示 等 され て いま す 。 


B. 2 つの 重要 な 推奨 項目 
(1) ソ ー シ ャ ル ボ ンド 発行 の た め の フ レー ム ワ ー ク 

ソー シャ ル ボ ンド の 発行 体 は フレ ー ム ワー ク を 作成 し 、 ソ リソー シャ ル ボ ンド が 4 つの 核 と な る 要素 に 適合 し て いる こと を 、 
投資 家 に 説明 し 、 一 般 に 開示 すべ き で ある と され て いま す 。 


(2) 外部 機関 に よる レビ ュー 

発行 体 は 、4 つ の 核 と な る 要素 に 係る 対応 等 に つい て 、 外 部 機関 に よる レビ ュー を 活用 する こと が 望ま し いと 規定 さ 
れ て いま す 。 ま た 、 外部 機関 が 則 る べき 事項 、 外 部 機関 の 組織 と し て の 要件 及び レビ ュー の 結果 に 係わる 文書 に 含 
め る べき 情報 等 も 規定 され て いま す 。 


4. 本 ガイ ドラ イン の 改訂 等 

ガイ ドラ イン 案 に つい て は 、 パ ブリ ッ ク コ メン ト の 結果 を 踏ま え 、 そ の 内 容 が 確定 され る 予定 と な っ て いま す 。 その 後 も 、 
国内 の ソー シャ ル ボ ンド 市 場 の 成 府 度 、 国 際 的 な 議論 、ICMA ソ ー シ ャ ル ボ ンド 原則 等 の 関連 文書 の 改訂 状況 に 応じ 、 
改訂 と て て いく と され て いま す 。 また 、 今 後 は 、 ソ ー シ ャ ルプ ロジ ェクト の 社会 的 な 効果 を 示す 指標 を 例示 し た 文書 の 策定 
に 向け 、 関 係 者 間 で 議論 が 進め られ る 予定 で す 。 





多く の 日 本 企業 で は 、 社 会 的 責任 を 経営 課題 や 戦略 に 組み 込む な ど 社 会 的 課題 解決 を 重視 され て き て お り 、 こ の よ 
うな 日 本 企業 の 考え 方 は リー シャ ル ボ ンド の 理念 と 相 通 ずる も の が ある と 考え られ ます 。 本 ガイ ドラ イン の 活用 に より 、 
民間 企業 に よる ソー シャ ル ボ ンド の 活用 が 進み 、 社 会 的 課題 の 解決 の 一 層 の 促進 に つなが る こと が 期待 され る と ころ 
で す 。 
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お 知ら せ 


銀行 を ご 利用 の お 客 様 さ ま へ 
ー 新 型 コ ロナ ウイ ルス の 感染 を 防ぐ た め に 一 


銀行 を ご 利用 の お 客 さ ま へ ヘ へ 


ー 新型 コロ ナウ イル ス の 感染 を 防ぐ た め に 一 
銀行 は 、 お 振込 みや 現金 の お 引出 し 、 お 借入 れ な ど に 関す る ご 相談 ・ ご 支援 な ど 、 
生活 の 維持 や 事業 の 継続 に 不可 欠 な 金融 サー ビス の 提供 を 継続 し て まい り ま す 。 
今後 も 、 お 客 さ ま の 安全 と 健康 を 守る た め 、「 3 つの 密 」 を 避け る な どの 各種 取組 み を 行っ て まい り ま す が 、 
お 客 さ ま に は 、 銀 行 を 安全 な 場所 と し て 安心 し て ご 利用 いた だ く た め 、 
引き 続き 以下 の 点 に つい て の ご 理解 と ご 協力 を お 願い いた し ます 。 


01 ご 来店 時 の 感染 を 避け る た め の お 願い 
ソー シャ ルディ スタ ンス の 確保 マス ク 着 用 ・ ご 来店 前 の 体調 確認 


@ @ 
| SOCIAL DISTANCING | 


a 体調 不良 時 の お 急ぎ の お 手続 き な ど に つい て は 、 各 銀行 に ご 相談 くだ さい 。 
D 況 に より 、 待 た だ ご 8 
宮 幸 状況 に より 、 入 店 を お 行 ち いた だ く 場 合 が こさ ざいます ワク チン を 接種 され た 方 も 、 引 き 続き マス ク 着用 な どの 感染 予防 対策 に ご 協力 くだ さい 。 


02 混雑 を 避け る た め の お 願い 


9 月 の 混雑 予想 国 還 主 * を る の 舞 掛 : 混 雑 が 予想 され る 日 
① お 急ぎ で な い 場 合 は 、 混 雑 予想 日 を 避け た 
ご 来店 を ご 検討 くだ さい 。 








② お 振込 や (納付 書 に 更 2。 マ ー ク が ある ) 
納税 手続 等 、 ご 相談 な ど は 、 
窓口 以外 の サー ビス も 
ご 活用 くだ さい 。 
※ATM や イン ター ネッ トバ ン キ ング 、 コ ー ル セン ター な ど 











お コト ュ ソノ 変更 届 、 
預入 各種 証明 書 
は か コソ 財形 商品 の 


※ お 取引 の 取扱 い に つ いて は 、 各 銀行 に お 問い 合わ せい た だ く か 、 各 銀行 の ウェ ブサ イト で ご 確認 くだ さい 。 


※ 個別 の ご 事情 が ある 場合 は 各 銀行 に ご 相談 くだ さい 。 


Financial Services Agency 





先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 
( 令 和 3 年 8 月 2 日 8 月 31 日 ) 


東北 財務 局 が 台風 第 9 号 か ら 変 わっ た 温 淀 低 気圧 に 伴う 大 雨 に よる 災害 措置 に つい て 要 
請 (8 月 11 日 ) 


関東 財務 局 、 中 国 財務 局 、 福 岡 財 務 支 局 が 令 和 3③ 年 8 月 11 日 か ら の 大 雨 に か か る 災害 等 に 対す る 金融 上 の 措 
置 に つい て 要請 (8 月 13 日 、16 日 、18 日 ) 


Instagram に お ける 金融 庁 個人 間 融 資 対策 アカ ウン ト を 開設 (8 月 24 日 ) 

多重 債務 者 相談 強化 キャ ン ペ ー ン 2021 を 実施 (8 月 24 日 ) 

「 多 重 債務 者 相談 強化 キャ ン ペ ー ン 2021」 に お ける 相談 会 の 開催 状況 及び 予定 等 に つい て 公表 (8 月 24 日 ) 
金融 機関 に お ける 貸付 条件 の 変更 等 の 状況 に つい て 更新 (8 月 24 日 、30 日 ) 

「 経 済 価値 ベ ー ス の 評価 ・ 監 督 手 法 に 関す る フィ ー ル ド テ スト 」 の 仕様 書 及 び テ ンプ レー ト の 公表 (8 月 26 日 ) 
金融 庁 の 災害 用 備蓄 食品 の 有効 活用 の 取組 み に つ いて 公表 (8 月 30 日 ) 

FATF( 金 融 活動 作業 部 会 ) に よる 第 4 次 対日 相互 審査 報告 書 に つい て 公表 (8 月 30 日 ) 

令 和 4 年 度 予算 、 機 構 ・ 定 員 要 求 に つい て 公表 (8 月 31 日 ) 

令 和 4 年 度 歳出 概算 要求 書 に つい て 公表 (8 月 31 日 ) 

金融 庁 の 令 和 4 年 度 税制 改正 要望 に つい て 公表 (8 月 31 日 ) 


主要 行 等 及び 地域 銀行 の 「 金 融 仲 介 の 取組 状況 を 客観 的 に 評価 で きる 指標 群 (KPU) 」 一 覧 及び 公表 状況 に つ 
いて 公表 (8 月 31 日 ) 


> 金融 機関 の 取組 み の 評価 に 関す る 企業 アン ケー ト 調 査 」 に つい て 公表 (8 月 31 日 ) 


と 「2021 事 務 年 度 金融 行政 方 針 二 コロ ナ を 乗り 越え 、 活 力 あ る 経済 社会 を 実現 する 金融 ンス テム の 構築 ヘン 」 に 
つい て 公表 (8 月 31 日 ) 
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・ Twitter 金融 庁 公 式 ア カウ ント 
https://twitter.com/fsa JAPAN 


Twitter 
情報 発信 
強化 中 ! 












・ 本誌 へ の ご 意見 ・ ご 感想 は 以下 の メー ル ア ド レス か ら 
「 金 融 店 広報 宝 内 アク セス FSA 担 当 者 」 苑 に お 送り くだ さい 。 
E-mail : fsa kouhou@fsa.qo.jp 


アン ダー バー 












編集 後記 「 1 資産 形成 を _ 
今月 号 の 表紙 は 特別 装丁 版 で 、 er の みん な に 取り 組ん で も ら う 

a 生 0 | a た め の 作 戦 会 議 中 ・・・” 
金融 行政 方 針 の デザ イン で す 。 


今月 号 の 中 身 も 盛り だ くさ ん で し た 。 ト “こっ そり 大 臣 室 に 
| お 邪魔 し まし た " 


誌面 で ご 紹介 し きれ ませ ん で し た が 、 


「 つ みた だ て ワニ ー サ 」 は 
「KOH ち ゃ ん 」 (人 事 院 マ スコ ッ トキ ャ ラク ター) の 友達 と し て 、 > 長官 の 中 島 さ ん と 、 
公務 員 試 験 の 関連 サイ ト に お いて 右 の 写真 で 紹介 され まし た ! ー 年 目 の 吉田 さん と 
金融 庁 広報 室長 齋藤 貴文 
編集 ・ 発 行 : 金融 庁 広報 室 
(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 













































































